
通常事業                   2023 年度：ＮＰＯ関連予算総括表 

省庁名 法務省 
                                                                単位：百万円 

2023 年度 

NPO 関連予算の特徴 

刑務所出所者等の住居の確保に要する経費として総額 5,368 百万円を計上した。 

連

番 事業名 
新・継 

区分 
施策・事業概要 

 

2023 年度予算額 

 

2022 年度予算額 

[うち 2023 年度

使用見込残額] 

補助率 

上限額 

実地

主体 
公募スケジュール 

申請

方法 

照会窓口 

(含むメールアドレス) 

2022年度NPO

への実績 
備考 

1 刑務所出所

者等の住居

確保（更生

緊急保護等

の委託） 

 

継続 適当な住居のない刑

務所出所者等につい

て、保護観察所の長

が更生保護事業を営

む者等に委託して宿

泊場所の供与等を実

施する。 

（5,368 の

内数） 

（5,385 の

内数） 

－ 国 随時受付 － 保護局更生保護振興課 

03-3580-4111 

（内 5956） 

（h.akagi.32n@i.moj.go.jp） 

未確定 P2～4 

  

 

           

 

 

 

 

           

 

 

            

予算額合計(内数事業除

く) 

― ―   ― ― ― ― ― ― ― 

2023 年度使用見込残額合

計 

― [    ] 

2023 年度実質予算額

合計 

 ― 

 



≪記載要領≫ [2023 年度 NPO 関連予算の特徴欄]には、2022 年度と比べた 2023 年度 NPO 関連予算全体の特徴等を記載して下さい。 
[対象事案]  NPO に資する事業(NPO が手挙げ（参入）出来る事業及び NPO のための研修等の事業)とします。これに該当する事業は全て記載し、該当しない事業は記載しない

で下さい。なお、2022 年度で“終了”し 2023 年度は実施しない事業でも、前年度と対比するために、漏れなく記載して下さい。期の途中で新たに予算化された事

業も記載して下さい。 

[新･継区分欄] 当該事業の区分(“新規”、“継続”、“名称変更”、“統廃合”、“終了”のいずれか一つ)を必ず記載して下さい。なお、“名称変更”、“統廃合”の場合は、旧事業や

廃止した事業も同じ行に記載し(予算額は合算)、2022 年度のどの事業(名称)であったか等を備考欄に付記して下さい。 

[予算額欄]  2023 年度予算額欄には直近の政府案、2022 年度予算額欄には補正予算を含んだ額を記載して下さい。 うち補正予算等で 2023 年度使用できる見込残額がある場

合は、下段に[ ]括弧で囲みその予算額も表記して下さい。予算計上された年度をベースに記載して下さい。なお、NPO が手挙げ(参入)出来るのは、その予算額全

額に対してではなく一部であり、額が事業毎にどうしても区分できない場合は、( )括弧で囲み(○○の内数)と表記して下さい。 

[最後の合計欄]2023 年度予算額欄と 2022 年度予算額欄の縦罫を合計した予算額合計を記載して下さい。ただし、内数事業(2023・2022 年度のいずれかが内数事業を含む)の場合

は、合計するときのみ 2023・2022 年度ともその額を除いて下さい。なお、2023 年度実質予算額合計欄には、2023 年度予算額合計＋うち 2023 年度使用見込残額合

計の合計を記載して下さい。 



■ 更 生 保 護 施 設 ■

更生保護施設の
役 割

◆ 帰るべき場所がない刑務所出所者等に対し、国の委託を受けて宿泊場所の
供与、食事の給与、生活指導等の保護を行う民間施設（刑務所出所者等に対
する住居確保による社会復帰支援の中核的担い手）

◆ 仮釈放者の約３割を収容保護するなど、国の刑事政策上の基本的制度を維
持する上で必要不可欠な施設

現在の保護の
概 況

◆施設数 １０３施設（Ｒ５．１．１現在）

◆定員 ２，４１６人（Ｒ５．１．１現在）

施設の例

体 制

◆経営主体
更生保護法人１００施設、社会福祉法人１施設、ＮＰＯ法人１施設、
一般社団法人１施設

◆職員体制
常勤職員が５名程度

全県に１以上設置



● 更生保護施設は、生活基盤が確保できない刑務所出所者等の最後の砦
● 一方で、行き場のない刑務所出所者等は多数に上っており、多様な受皿を確保するこ

とが必要

更生保護施設

新たな仕組みが必要

保
護
観
察
所

（
自
立
準
備
ホ
ー
ム
）

民
間
の
法
人
等

委託

業務
指示

・ 更生保護施設以外の宿
泊場所を確保している法人
等が、「住居」と「生活支
援」を一体的に提供

・ 毎日対象者と接触し、日
常生活の支援や自立に向
けた支援を実施

・ 「食事」の提供も可能

生活支援

路上生活者を支援するＮＰＯ法人、薬物依存症者リハ
ビリテーション施設を運営するＮＰＯ法人等で、事業を確
実に実施できると認められる事業者

緊急的住居確保・自立支援対策（自立準備ホーム）の概要

緊急的住居確保・自立支援対策

施設の一室

借り上げアパート

（食事の提供）

自

立



ＮＰＯ法人, 154, 
32.6%

会社法人, 125, 26.4%一般社団法人・一般財団法人, 59, 
12.5%

社会福祉法人, 49, 10.4%

宗教法人, 43, 9.1%

その他, 43, 9.1%

ＮＰＯ法人

会社法人

一般社団法人・一般財団法人

社会福祉法人

宗教法人

その他
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※Ｈ28年までは3月31日現在、H29年以降は4月1日現在。

（事業者数）

自立準備ホーム登録事業者数の推移

自立準備ホーム登録事業者の内訳
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